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政
府
は
七
月
、
保
守
党
単
独
政
権

と
し
て
一
九
年
ぶ
り
の
予
算
案
を
公

表
し
た
。
財
政
赤
字
の
削
減
を
柱
に
、

若
者
や
低
所
得
・
低
賃
金
層
に
対
す

る
社
会
保
障
給
付
の
抑
制
・
廃
止
な

ど
で
、
二
〇
一
九
年
度
ま
で
に
年
一

七
〇
億
ポ
ン
ド
の
予
算
の
削
減
が
盛

り
込
ま
れ
て
い
る
。
一
方
で
、
二
五

歳
以
上
層
の
最
低
賃
金
額
に
新
た
な

加
算
制
度
を
適
用
す
る
「
全
国
生
活

賃
金
」
を
導
入
し
、
賃
金
水
準
の
引

き
上
げ
を
図
る
。
シ
ン
ク
タ
ン
ク
や

労
働
組
合
な
ど
は
、
給
付
削
減
の
影

響
は
最
賃
引
き
上
げ
で
想
定
さ
れ
る

所
得
増
よ
り
大
き
く
、
低
賃
金
世
帯

の
さ
ら
な
る
所
得
低
下
は
不
可
避
と

み
て
い
る
。

低
賃
金
層
に
対
す
る
社
会
保

障
給
付
の
削
減

　

緊
急
予
算
は
、
五
月
に
誕
生
し
た

保
守
党
政
権
の
中
長
期
の
政
策
方
針

を
示
す
こ
と
を
目
的
と
し
た
も
の
だ
。

政
府
は
、
今
後
五
年
間
で
財
政
の
黒

字
転
換
を
達
成
す
る
た
め
、
二
〇
一

九
年
度
ま
で
に
年
間
予
算
で
三
七
〇

億
ポ
ン
ド
の
削
減
を
目
標
に
掲
げ
て

お
り
、
今
回
の
予
算
案
で
は
そ
の
う

ち
税
・
社
会
保
障
給
付
な
ど
に
係
る

一
七
〇
億
ポ
ン
ド
に
関
す
る
具
体
策

が
示
さ
れ
た（
１
）。
う
ち
、
お
よ
そ

五
〇
億
ポ
ン
ド
は
徴
税
強
化
や
税
制

上
の
不
均
衡
の
是
正
な
ど
の
施
策
に

よ
る
も
の
だ
が
、
残
る
一
二
〇
億
ポ

ン
ド
は
、
社
会
保
障
給
付
予
算
の
削

減
に
よ
り
賄
わ
れ
る
。
給
付
予
算
の

削
減
に
つ
い
て
は
、
既
に
昨
年
初
め

か
ら
方
針
と
し
て
掲
げ
ら
れ
て
い
た

も
の
の
、
具
体
的
な
内
容
は
こ
れ
ま

で
明
ら
か
に
さ
れ
て
い
な
か
っ
た
。

　

予
算
案
で
示
さ
れ
た
主
な
削
減
策

は
、
就
労
年
齢
層
向
け
の
各
種
給
付

に
関
す
る
四
年
間
の
改
定
凍
結
、
世

帯
あ
た
り
給
付
支
給
額
の
上
限
引
き

下
げ
の
ほ
か
（
二
〇
一
九
年
度
に
は
、

合
わ
せ
て
四
二
億
九
〇
〇
〇
万
ポ
ン

ド
の
予
算
額
の
減
）（
２
）、
低
所
得

層
を
対
象
と
し
た
税
額
控
除
お
よ
び

ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
・
ク
レ
ジ
ッ
ト（
３
）

に
お
け
る
削
減
（
同
五
四
億
四
五
〇

〇
万
ポ
ン
ド
減
）
な
ど
だ
（
図
表
）。

ま
た
、
住
宅
給
付
に
関
す
る
削
減
策

の
一
環
と
し
て
、
受
給
者
の
所
得
水

準
に
応
じ
た
賃
貸
料
の
負
担
額
引
き

上
げ
（
同
二
億
四
五
〇
〇
万
ポ
ン
ド

減
）
の
ほ
か
、
二
〇
一
七
年
四
月
以

降
に
新
た
に
ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
・
ク
レ

ジ
ッ
ト
を
申
請
す
る
若
年
失
業
者

（
一
八-

二
一
歳
層
）
に
対
す
る
住

宅
給
付
の
適
用
を
原
則
と
し
て
廃
止

す
る
（
同
三
五
〇
〇
万
ポ
ン
ド
減
）

（
４
）。

　

こ
の
ほ
か
、
若
者
に
関
連
す
る
施

策
と
し
て
は
、
一
八
―
二
一
歳
層
の

ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
・
ク
レ
ジ
ッ
ト
受
給

者
に
対
し
て
、
二
〇
一
七
年
四
月
以

降
、
受
給
開
始
と
同
時
に
集
中
的
な

求
職
支
援
が
行
わ
れ
る
ほ
か
、
六
カ

月
超
の
受
給
者
に
は
、
ア
プ
レ
ン

テ
ィ
ス
シ
ッ
プ
や
ト
レ
イ
ニ
ー
シ
ッ

プ
、
職
業
訓
練
、
就
労
体
験
へ
の
参

加
が
義
務
付
け
ら
れ
る
。
参
加
を

怠
っ
た
場
合
に
は
制
裁
措
置
の
対
象

と
な
る
。
加
え
て
、
低
所
得
世
帯
の

若
者
を
中
心
に
、
進
学
に
際
し
て
支

給
さ
れ
て
い
た
年
三
三
八
七
ポ
ン
ド

ま
で
の
生
活
費
補
助
制
度
が
二
〇
一

五
年
度
を
も
っ
て
廃
止
（
新
規
受
付

の
停
止
）
と
な
り
、
並
行
し
て
実
施

さ
れ
て
い
た
貸
付
制
度
に
一
本
化
さ

れ
る
。

「
全
国
生
活
賃
金
」
に
よ
る

最
低
賃
金
の
引
き
上
げ

　

予
算
を
発
表
し
た
財
務
相
は
、
今

回
の
予
算
案
を
「
働
く
人
々
の
た
め

の
予
算
」
と
位
置
づ
け
、「
低
賃
金
、

高
課
税
、
高
給
付
」
か
ら
「
よ
り
高

い
賃
金
、
よ
り
低
い
税
、
よ
り
低
い

給
付
」
へ
の
転
換
を
方
針
に
掲
げ
て

い
る
。
こ
の
た
め
、
税
額
控
除
を
中

心
と
す
る
低
賃
金
労
働
者
向
け
給
付

の
削
減（
５
）の
一
方
で
、
賃
金
水
準

の
改
善
に
向
け
て
財
相
が
示
し
た
施

策
は
、「
全
国
生
活
賃
金
」
の
導
入
だ
。

現
在
の
全
国
最
低
賃
金
制
度
に
お
け

る
成
人
向
け
最
低
賃
金
額
（
二
一
歳

以
上
の
労
働
者
に
適
用
）
を
ベ
ー
ス

に
、
二
五
歳
以
上
層
を
対
象
と
し
て

一
定
の
加
算
を
行
う
も
の
で
、
二
〇

一
六
年
四
月
の
導
入
に
際
し
て
は
、

同
月
時
点
の
最
低
賃
金
額
で
あ
る
時

給
六
・
七
〇
ポ
ン
ド
に
五
〇
ペ
ン
ス

を
加
算
し
た
七
・
二
〇
ポ
ン
ド
を「
全

国
生
活
賃
金
」
と
し
て
設
定
し
、
雇

用
主
に
支
払
い
を
義
務
付
け
る
。
な

お
、
二
五
歳
未
満
の
若
年
層
に
つ
い

て
は
、
職
を
得
て
経
験
を
蓄
積
す
る

こ
と
が
優
先
さ
れ
る
と
の
考
え
方
か

ら
、
現
状
の
最
低
賃
金
制
度
の
み
が

適
用
さ
れ
る
。

　

政
府
の
予
測
で
は
、
導
入
時
点
で

お
よ
そ
一
七
〇
万
人
の
労
働
者
が
賃

金
増
の
対
象
と
な
り
、
た
と
え
ば
最

低
賃
金
で
週
三
五
時
間
働
く
労
働
者

の
場
合
、
年
間
一
二
〇
〇
ポ
ン
ド
の

収
入
増
に
つ
な
が
る
。
ま
た
、
導
入

当
初
の
水
準
は
平
均
賃
金
額
の
五

五
％
だ
が
、
二
〇
二
〇
年
ま
で
に
は

こ
れ
を
六
〇
％
に
引
き
上
げ
る
と
の

目
標
が
掲
げ
ら
れ
て
い
る
。
政
府
に

経
済
財
政
見
通
し
を
提
供
す
る
予
算

責
任
局
（
Ｏ
Ｂ
Ｒ
）
は
こ
の
方
針
に

基
づ
き
、
二
〇
二
〇
年
時
点
の
全
国

海
外
労
働
事
情

イ
ギ
リ
ス

低
賃
金
層
向
け
給
付
の
削
減
と 

「
全
国
生
活
賃
金
」の
導
入
―
緊
急
予
算

図表　社会保障給付予算の主な削減内容、2019 年度予算における削減額
（百万ポンド）

資料出所：HM Treasuryウェブサイト

対象分野と主な削減内容（削減額） 分野別
削減額

○給付全般
 ・ 就労年齢層向け社会保障給付、税額控除、地方住宅手当の支給額の改定を凍結（2016 ～ 19

年度）（3,885）
 ・ 世帯あたり給付支給総額の上限を、現在の2万6,000ポンドから2万ポンド（ロンドンは2万

3,000ポンド）に引き下げ（405）

4,290

○税額控除、ユニバーサル・クレジット
 ・ 所得に応じた減額が免除される所得下限額の引き下げ（税額控除は年6,420ポンドから3,850

ポンドに。ユニバーサル・クレジットは、2,304ポンドまたは4,764ポンドに（後者は住宅給
付が支給されていない場合））、子供の居ない独身者にはこれを廃止（2016年度～）（3,310）

 ・ 税額控除における所得増に応じた支給額の減額率を41％から48％に引き上げ（2016年度～）
（345）

 ・ 新規申請者に対して児童加算を2人までに限定（2017年度～）（1,055）
 ・ 新規申請者に対して家族加算を廃止（2017年度～）（555）

5,445

○住宅給付
 ・ 公的住宅の賃貸料を毎年1％、4年間引き下げ（2016年度～）（1,320）
 ・ 公的住宅の賃料料を居住者の所得水準に応じて地域相場に引き上げ（2017年度～）（245）
 ・ 18－21歳層に対する適用を廃止（新規申請者に適用、2017年4月～）（35）

1,855

○雇用・生活補助手当
 ・ 就労困難者向け給付（雇用・生活補助手当）受給者のうち、相対的に症状が軽いと判断され

た就労関連活動グループについて、新規申請者から給付支給額を求職者手当に合わせて減
額（2017年度～）（445）

445

○その他 35

計 12,070
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生
活
賃
金
を
九
・
三
五
ポ
ン
ド
と
試

算
、
同
水
準
へ
の
引
き
上
げ
に
よ
り

二
〇
二
〇
年
ま
で
に
直
接
・
間
接
に

お
よ
そ
六
〇
〇
万
人
の
賃
金
増
に
つ

な
が
る
ほ
か
、
引
き
上
げ
に
伴
い
雇

用
減
少
が
想
定
さ
れ
る
も
の
の
、
そ

の
規
模
は
六
万
人
程
度
に
留
ま
る
と

分
析
し
て
い
る
。
な
お
、
政
府
の
掲

げ
る
目
標
水
準
の
達
成
に
向
け
た

「
全
国
生
活
賃
金
」
の
改
定
案
の
検

討
は
、
最
低
賃
金
制
度
に
関
す
る
諮

問
機
関
で
あ
る
低
賃
金
委
員
会
が
担

う
。

　

最
低
賃
金
の
引
き
上
げ
に
伴
う
雇

用
主
の
負
担
軽
減
策
と
し
て
、
財
相

は
現
在
実
施
さ
れ
て
い
る
「
雇
用
手

当
」（
社
会
保
険
料
の
還
付
）
の
還
付

額
の
上
限
を
、
二
〇
〇
〇
ポ
ン
ド
か

ら
三
〇
〇
〇
ポ
ン
ド
に
引
き
上
げ
る

と
し
て
い
る
。
一
方
で
個
人
向
け
に

も
、
所
得
税
の
非
課
税
限
度
額
を
二

〇
二
〇
年
度
ま
で
に
一
万
二
五
〇
〇

ポ
ン
ド
に
引
き
上
げ
る
と
と
も
に

（
現
在
は
一
万
六
〇
〇
ポ
ン
ド
）、

こ
れ
以
降
も
、
最
低
賃
金
に
よ
る
週

三
〇
時
間
労
働
分
の
賃
金
収
入
を
非

課
税
と
す
る
旨
、
法
制
化
す
る
意
向

を
示
し
て
い
る
。
加
え
て
、
子
育
て

を
理
由
と
す
る
就
労
困
難
者
の
ユ
ニ

バ
ー
サ
ル
・
ク
レ
ジ
ッ
ト
受
給
に
際

し
て
、
子
供
の
年
齢
を
三
歳
に
引
き

下
げ
る
代
わ
り
に
、
両
親
が
働
く
世

帯
に
対
し
て
三
～
四
歳
児
の
託
児
費

用
を
週
三
〇
時
間
分
補
助
す
る
。

低
賃
金
層
へ
の
影
響
に
懸
念

　

給
付
削
減
の
影
響
は
、
低
賃
金
労

働
者
や
若
者
、
一
人
親
世
帯
な
ど
広

範
な
層
に
お
よ
ぶ
と
み
ら
れ
て
い
る
。

財
政
研
究
所
（
Ｉ
Ｆ
Ｓ
）
の
推
計
に

よ
れ
ば
、
税
額
控
除
・
ユ
ニ
バ
ー
サ

ル
・
ク
レ
ジ
ッ
ト
の
減
額
に
関
す
る

所
得
制
限
に
よ
り
、
三
〇
〇
万
世
帯

が
平
均
で
年
一
〇
〇
〇
ポ
ン
ド
の
所

得
減
に
直
面
す
る
ほ
か
、
三
人
以
上

の
子
供
に
対
す
る
加
算
の
廃
止
も
、

八
七
万
世
帯
（
う
ち
、
就
労
世
帯
は

お
よ
そ
五
五
万
世
帯
）
に
対
し
て
年

三
六
七
〇
ポ
ン
ド
（
二
〇
一
三
年
度

平
均
）
前
後
の
給
付
減
に
相
当
す
る
。

一
方
で
、「
全
国
生
活
賃
金
」
は
最
低

賃
金
労
働
者
の
賃
金
収
入
を
高
め
る

と
み
ら
れ
る
も
の
の
、
対
象
と
な
る

労
働
者
は
低
所
得
向
け
給
付
の
受
給

世
帯
に
属
し
て
い
る
と
は
限
ら
ず

（
最
低
賃
金
労
働
者
は
、
そ
の
配
偶

者
が
よ
り
高
い
賃
金
を
得
て
い
る
場

合
も
多
い
）、
給
付
削
減
に
よ
る
所

得
の
減
少
を
補
完
し
て
い
る
と
は
言

い
難
い
と
指
摘
し
て
い
る
。
Ｉ
Ｆ
Ｓ

は
、
今
後
の
税
・
給
付
制
度
改
革
に

よ
り
、
所
得
水
準
の
低
い
階
層
ほ
ど

さ
ら
に
所
得
低
下
が
進
む
と
推
計
、

と
く
に
低
賃
金
の
就
労
世
帯
を
多
く

含
む
層
が
、
税
額
控
除
の
削
減
に
よ

る
所
得
低
下
の
影
響
を
大
き
く
被
る

と
み
て
い
る
。

　

シ
ン
ク
タ
ン
ク
のR

esolution 
F

oundation

は
、
税
額
控
除
や
ユ

ニ
バ
ー
サ
ル
・
ク
レ
ジ
ッ
ト
の
減
額

が
受
給
者
の
就
労
を
通
じ
た
所
得
に

及
ぼ
す
影
響
を
分
析
、
失
業
状
態
か

ら
の
就
労
へ
の
移
行
や
、
労
働
時
間

の
拡
大
へ
の
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
を
低

下
さ
せ
得
る
と
の
結
果
を
報
告
し
て

い
る
。「
全
国
生
活
賃
金
」
の
導
入

で
想
定
さ
れ
る
賃
金
の
増
加
は
、
こ

れ
を
多
少
は
緩
和
す
る
と
み
ら
れ
る

も
の
の
、
世
帯
構
成
に
よ
っ
て
も
そ

の
効
果
は
異
な
り
、
ま
た
い
ず
れ
に

せ
よ
適
用
が
除
外
さ
れ
る
二
五
歳
未

満
層
に
は
助
け
に
な
ら
な
い
と
述
べ
、

低
賃
金
世
帯
に
と
っ
て
は
就
労
を
通

じ
た
貧
困
か
ら
の
脱
出
が
よ
り
困
難

に
な
る
、
と
結
論
付
け
て
い
る
。

　

ま
た
、
国
内
で
生
活
賃
金
運
動
を

主

導

す

る

L
iving W

age 
F

oundation

は
、
そ
も
そ
も
「
全

国
生
活
賃
金
」
は
最
低
賃
金
に
対
す

る
加
算
制
度
で
あ
り
、
既
存
の
生
活

賃
金
と
は
異
な
る
と
指
摘
す
る
。
最

低
賃
金
は
、
雇
用
へ
の
影
響
に
配
慮

し
つ
つ
最
低
限
の
賃
金
額
を
設
定
す

る
も
の
で
、
最
低
限
の
生
活
水
準
の

維
持
に
必
要
な
賃
金
水
準
を
、
世
帯

構
成
な
ど
を
勘
案
し
て
算
出
す
る
生

活
賃
金
と
は
考
え
方
が
根
本
的
に
異

な
り
、
実
際
に
設
定
さ
れ
る
賃
金
水

準
に
も
こ
の
違
い
は
反
映
さ
れ
て
い

る
（
従
来
の
生
活
賃
金
は
現
在
ロ
ン

ド
ン
で
時
間
当
た
り
九
・
一
五
ポ
ン

ド
、
ロ
ン
ド
ン
以
外
で
七
・
八
五
ポ

ン
ド
）。
同
団
体
は
、
最
低
賃
金
の

実
質
的
な
引
き
上
げ
自
体
は
歓
迎
す

る
も
の
の
、
生
活
賃
金
と
し
て
の
水

準
に
は
達
し
て
い
な
い
こ
と
、
ま
た

二
五
歳
未
満
層
に
対
す
る
適
用
除
外

の
問
題
に
加
え
、
生
活
賃
金
は
本
来
、

給
付
の
受
給
を
前
提
に
算
定
さ
れ
て

い
る
た
め
、
政
府
の
掲
げ
る
税
額
控

除
の
削
減
を
前
提
と
す
る
場
合
、
現

状
よ
り
さ
ら
に
高
い
水
準
に
設
定
す

る
必
要
が
あ
る（
６
）、
と
指
摘
し
て

い
る
。
生
活
賃
金
運
動
に
も
参
加
し

て
い
る
ナ
シ
ョ
ナ
ル
セ
ン
タ
ー
の
イ

ギ
リ
ス
労
働
組
合
会
議
も
、「
全
国
生

活
賃
金
」
の
導
入
に
よ
る
賃
金
上
昇

の
効
果
は
、
給
付
削
減
の
影
響
を
大

き
く
下
回
る
と
み
て
お
り
、
就
労
世

帯
の
貧
困
の
拡
大
を
予
測
し
て
い
る
。

　

一
方
で
、「
全
国
生
活
賃
金
」
の
導

入
に
伴
う
賃
金
上
昇
の
影
響
も
、
さ

ま
ざ
ま
に
懸
念
さ
れ
て
い
る
。

R
esolution F

oundation

の
分
析

に
よ
れ
ば
、
影
響
が
も
っ
と
も
大
き

い
と
み
ら
れ
る
介
護
業
で
は
、
七
〇

～
一
〇
〇
万
人
の
介
護
労
働
者
（
全

体
の
五
～
六
割
）
の
賃
金
増
加
が
一

三
億
ポ
ン
ド
の
経
費
増
に
つ
な
が
り
、

結
果
と
し
て
サ
ー
ビ
ス
提
供
に
か
か

る
コ
ス
ト
の
拡
大
や
、
質
の
低
下
、

あ
る
い
は
民
間
プ
ロ
バ
イ
ダ
に
お
け

る
最
賃
違
反
の
増
加
に
つ
な
が
り
得

る
、
と
指
摘
し
て
い
る
。
ま
た
現
地

メ
デ
ィ
ア
に
よ
れ
ば
、
同
様
に
賃
金

水
準
が
低
い
小
売
業
で
も
、
小
規
模

事
業
主
を
中
心
に
影
響
が
懸
念
さ
れ

て
い
る
。
雇
用
主
や
業
界
団
体
は
、

賃
金
以
外
の
手
当
の
削
減
や
労
働
時

間
の
圧
縮
、
従
業
員
の
削
減
、
あ
る

い
は
価
格
へ
の
転
嫁
な
ど
で
対
応
せ

ざ
る
を
得
な
い
の
で
は
な
い
か
と
み

て
い
る
と
い
う
。

［
注
］

１　

省
庁
別
の
事
業
予
算
に
よ
る
削
減
分

と
な
る
二
〇
〇
億
ポ
ン
ド
に
つ
い
て
は
、

一
一
月
の
歳
出
見
直
し
で
公
表
が
予
定

さ
れ
て
い
る
。

２　

法
定
出
産
手
当
や
障
害
者
向
け
手
当

な
ど
は
、
引
き
続
き
消
費
者
物
価
指
数

に
よ
り
改
定
さ
れ
る
。

３　

税
額
控
除
は
、
低
所
得
世
帯
に
対
す

る
給
付
制
度
で
、
年
齢
等
に
応
じ
た
一

定
の
週
労
働
時
間
を
条
件
と
す
る
就
労

税
額
控
除
と
、
子
供
の
有
無
に
よ
る
児

童
税
額
控
除
が
あ
る
。
支
給
額
は
、
就

労
税
額
控
除
の
基
本
部
分
が
最
高
で
年

一
九
六
〇
ポ
ン
ド
、
児
童
税
額
控
除
の

家
族
加
算
、
児
童
加
算
（
一
人
当
た
り
）

で
そ
れ
ぞ
れ
五
四
五
ポ
ン
ド
と
二
七
八

〇
ポ
ン
ド
な
ど
で
、
子
供
の
数
や
（
本

人
や
子
供
の
）
障
害
の
有
無
な
ど
で
加

算
が
あ
る
ほ
か
、
所
得
水
準
に
応
じ
た

減
額
が
あ
る
。
受
給
世
帯
は
二
〇
一
三

年
度
で
お
よ
そ
四
五
〇
万
世
帯
、
う
ち

七
割
近
く
（
三
一
三
万
世
帯
）
を
就
労

世
帯
が
占
め
る
。
既
存
の
他
の
低
所
得

層
向
け
給
付
制
度
（
所
得
補
助
、
求
職

者
手
当
（
所
得
調
査
制
）、
雇
用
・
生
活

補
助
手
当
（
所
得
関
連
）、
住
宅
給
付
）

と
併
せ
て
、
現
在
段
階
的
に
導
入
が
進

め
ら
れ
て
い
る
ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
・
ク
レ

ジ
ッ
ト
へ
の
統
合
が
決
ま
っ
て
い
る
（
二

〇
二
〇
年
度
ま
で
に
既
存
制
度
の
受
給

者
の
大
半
の
移
行
が
完
了
す
る
予
定
）。

４　

例
外
と
し
て
、
困
難
な
状
況
を
抱
え

る
若
者
や
、
親
元
で
生
活
す
る
こ
と
が

難
し
い
と
判
断
さ
れ
た
場
合
は
受
給
可

能
。
ま
た
、
既
に
親
元
を
離
れ
て
お
り
、

か
つ
申
請
に
先
立
っ
て
六
カ
月
以
上
就

労
し
て
い
た
者
は
、
求
職
期
間
中
に
最

長
六
カ
月
の
受
給
が
認
め
ら
れ
る
。

５　

税
額
控
除
に
関
し
て
は
従
来
か
ら
、

低
賃
金
労
働
者
の
所
得
の
底
上
げ
を
通

じ
て
、
雇
用
主
に
よ
る
賃
金
抑
制
を
助

長
し
、
実
質
的
な
賃
金
助
成
と
な
っ
て

き
た
と
の
批
判
が
あ
り
、
財
相
も
そ
う

し
た
議
論
を
今
回
の
削
減
策
の
根
拠
に

あ
げ
て
い
る
。

６　

生
活
賃
金
は
税
額
控
除
や
住
宅
給
付

な
ど
の
受
給
を
前
提
と
し
て
算
定
さ
れ

て
い
る
。R

esolution Foundation

の
試

算
に
よ
れ
ば
、
給
付
を
受
給
し
な
い
場

合
の
生
活
賃
金
額
は
、
ロ
ン
ド
ン
で
一

一
・
六
五
ポ
ン
ド
（
二
・
五
ポ
ン
ド
増
）

と
な
る
。

【
参
考
資
料
】

G
ov.u

k
, IF

S
, R

esolu
tion 

F
oundation, N

IE
S

R
, T

U
C

, 
B

B
C

, T
he G

uardian

ほ
か
各

ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト

（
国
際
研
究
部
）



海外労働事情

Business Labor Trend 2015.9

54

　

今
年
一
月
、
介
護
と
仕
事
の
さ
ら

な
る
両
立
支
援
を
め
ざ
す
た
め
の
新

た
な
法
律
「
家
族
と
介
護
と
仕
事
の

よ
り
良
い
調
和
の
た
め
の
法
律
」
が

施
行
さ
れ
た
。
一
方
、
企
業
の
実
態

調
査
に
よ
る
と
、
制
度
利
用
の
た
め

に
は
、「
職
場
風
土
の
醸
成
」
や
「
上

司
の
理
解
」
が
重
要
な
フ
ァ
ク
タ
ー

を
占
め
て
い
る
こ
と
が
明
ら
か
に

な
っ
た
。

背
景
に
在
宅
介
護
の
増
加

　

ド
イ
ツ
に
は
二
〇
一
三
年
末
時
点

で
、
約
二
六
三
万
人
の
要
介
護
者
が

い
る
。
全
体
の
四
分
の
三
（
約
一
八

六
万
人
、
七
一
％
）
は
自
宅
で
介
護

さ
れ
て
お
り
、
そ
の
う
ち
「
自
宅
で

家
族
の
み
が
介
護
」
す
る
ケ
ー
ス
は
、

約
一
二
五
万
人
に
上
る
。

　

自
宅
で
介
護
を
受
け
る
人
は
、
高

齢
化
の
進
展
等
に
よ
り
近
年
増
加
し

て
い
る
。
一
九
九
九
年
か
ら
二
〇
一

三
年
ま
で
の
推
移
を
み
る
と
、
そ
の

数
は
（
介
護
サ
ー
ビ
ス
等
の
併
用
も

含
め
て
）
一
四
四
万
人
か
ら
一
八
六

万
人
へ
と
、
四
二
万
人
も
増
加
し
て

い
る
（
図
表
１
）。

　

こ
の
よ
う
な
状
況
下
で
、
在
宅
介

護
の
担
い
手
の
確
保
が
喫
緊
の
課
題

に
な
っ
て
い
る
。
と
く
に
介
護
す
る

者
が
働
い
て
い
る
場
合
、
両
立
支
援

策
の
有
無
や
制
度
の
活
用
の
し
や
す

さ
が
重
要
に
な
っ
て
く
る
。

　

そ
の
た
め
政
府
は
、
労
働
者
が
働

き
な
が
ら
、
よ
り
柔
軟
に
家
族
の
介

護
を
行
え
る
よ
う
、
関
連
諸
法
の
改

正
を
目
的
と
し
た
新
法
を
施
行
し
た
。

従
来
法
の
課
題

　

介
護
と
仕
事
の
両
立
に
関
連
し
て
、

近
年
二
つ
の
法
律
が
制
定
さ
れ
て
い

る
。
二
〇
〇
八
年
施
行
の
「
介
護
休

業
法
」
と
二
〇
一
二
年
施
行
の
「
家

族
介
護
休
業
法
」
で
あ
る（
１
）。

　

従
来
の
「
介
護
休
業
法
」
で
は
、

緊
急
に
介
護
を
要
す
る
事
態
が
発
生

し
た
時
に
、
労
働
者
が
無
給
の
短
期

休
業
（
最
長
一
〇
日
。
さ
ら
に
従
業

員
一
六
人
以
上
の
事
業
所
で
は
、
最

長
六
カ
月
の
休
業
か
部
分
休
業
）
を

取
得
す
る
こ
と
が
で
き
た
。

　

こ
れ
に
対
し
て
「
家
族
介
護
休
業

法
」
は
、
労
使
合
意
を
条
件
と
し
て

企
業
が
任
意
に
提
供
す
る
制
度
で
、

よ
り
長
期
間
の
介
護
と
仕
事
の
両
立

支
援
を
目
的
と
し
て
い
る
。
同
制
度

を
利
用
す
る
労
働
者
は
、
最
長
二
年

間
（
二
四
カ
月
）、
家
族
介
護
の
た

め
に
労
働
時
間
を
最
大
五
〇
％
ま
で

短
縮
す
る
こ
と
が

で
き
る（
２
）。
五

〇
％
ま
で
労
働
時

間
を
短
縮
し
た
場

合
は
、
従
前
の
七

五
％
の
賃
金
を
受

け
取
る
こ
と
が
で

き
る
が
、
二
五
％

の
上
乗
せ
分
は
前

借
り
と
い
う
扱
い

に
な
る
。
従
っ
て

介
護
終
了
後
に
、

従
前
の
労
働
時
間

（
一
〇
〇
％
）
で

働
い
た
場
合
の
賃

金
は
、
前
借
り
分

を
返
済
す
る
間

（
最
長
二
年
間
）

は
七
五
％
と
な
る
。

　

し
か
し
、
上
述

の
二
つ
の
法
律
は
、

従
来
か
ら
い
く
つ

か
の
問
題
点
が
指

摘
さ
れ
て
い
た
。

た
と
え
ば
、「
介
護

休
業
法
」
に
基
づ

く
休
業
中
は
無
給

に
な
っ
て
し
ま
う

点
、「
家
族
介
護
休

業
法
」
は
任
意
制
度
の
た
め
、
労
使

合
意
が
な
い
企
業
の
従
業
員
は
同
制

度
を
利
用
で
き
な
い
点
な
ど
で
あ
る
。

所
得
補
填
、
利
用
拡
大
を
目
指
す

　

こ
れ
に
対
し
て
、
今
年
一
月
に
施

行
さ
れ
た
新
法
「
家
族
と
介
護
と
仕

事
の
よ
り
良
い
調
和
の
た
め
の
法

律
」
は
、
上
述
の
二
つ
の
法
律
や
関

連
諸
法
を
一
部
改
正
す
る
こ
と
で
、

労
働
者
が
制
度
を
よ
り
利
用
し
や
す

く
な
る
よ
う
意
図
さ
れ
て
お
り
、
次

の
三
点
が
主
な
柱
と
な
っ
て
い
る

（
図
表
２
）。

（
１
）
一
〇
日
間
の
休
業
時
の
手
当

　

緊
急
に
介
護
を
要
す
る
非
常
事
態

が
発
生
し
た
場
合
、
就
業
者
全
員
が

取
得
す
る
こ
と
の
で
き
る
一
〇
日
間

の
休
業
中
に
は
介
護
支
援
手
当
が
支

給
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。
手
当
は
、

要
介
護
者
の
介
護
保
険
制
度
（
介
護

金
庫
）
に
請
求
す
る
こ
と
で
、
従
前

賃
金
（
手
取
り
）
の
九
割
を
受
け
取

る
こ
と
が
で
き
る
（
上
限
あ
り
）。

（
２
）
最
長
六
カ
月
の
休
業
時
の
無

利
子
貸
付

　

さ
ら
に
一
六
人
以
上
の
従
業
員
が

い
る
事
業
所
で
働
く
者
は
、
従
来
の

介
護
休
業
法
で
は
最
長
で
半
年
間
の

完
全
／
部
分
休
業
が
認
め
ら
れ
て
い

た
が
、
原
則
無
給
と
さ
れ
て
い
た
。

こ
の
よ
う
な
減
収
へ
の
対
応
策
と
し

て
、
連
邦
の
無
利
子
貸
付
が
可
能
に

な
っ
た
。

（
３
）
労
働
時
間
短
縮
請
求
権
と
無

利
子
の
貸
付
金
の
直
接
申
請

　

家
族
介
護
休
業
法
に
基
づ
く
最
長

二
年
（
二
四
カ
月
）
の
労
働
時
間
短

縮
と
減
収
緩
和
策
は
、
労
使
合
意
が

利
用
の
前
提
条
件
と
な
っ
て
い
た
。

こ
の
点
に
つ
い
て
、
新
法
で
は
、
従

業
員
が
二
六
人
以
上
の
事
業
所
で
働

く
者
は
誰
で
も
制
度
の
利
用
が
可
能

に
な
っ
た
。

　

さ
ら
に
、
同
法
に
基
づ
く
労
働
時

間
短
縮
中
の
減
収
緩
和
分
の
前
借
り

賃
金
は
、
就
業
者
自
身
が
、
連
邦
家

ド
イ
ツ

介
護
と
仕
事
の
両
立

―
新
法
施
行
と
企
業
の
実
態
調
査

図表１　在宅介護が増加（1999-2013 年）

資料出所：Destatis2013

自宅で家族のみが介護

自宅で介護サービス/介護施設を併用して介護

施設で介護

図表 2　新法の概要
介護休業法の改正 家族介護休業法の改正

期間 緊急時10日間までの
短期休業

最長6カ月
（完全または部分休業）

最長24カ月（部分休業。週15時間ま
で労働時間の短縮が可能）

概要

・ 2015年1月1日から手取賃金の9割が
介護支援手当として給付されるよ
うになった（従前は原則無給）。

・ 2015年1月1日から、連邦の無利子
貸付の利用が可能になった。

・ 2015年1月1日から、就業者自身が、
連邦の無利子貸付を直接申請でき
るようになった。

休業
予告 予告の必要なし 10日（就業日）前

8週間前
※介護休業に続き、家族介護休業
を取得する場合は3カ月前

事業
規模

（規模の大小関係なく）
就業者全員 従業員16人以上 従業員26人以上

資料出所：家族・高齢者・女性・青少年省（BMFSFJ）2015をもとに作成
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族
・
市
民
社
会
任
務
庁
へ
直
接
申
請

す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た

（
連
邦
か
ら
無
利
子
の
貸
付
を
受
け

る
形
）。
従
前
は
、
使
用
者
が
同
庁

に
申
請
し
て
無
利
子
の
貸
付
を
受
け

た
上
で
、
そ
れ
を
従
業
員
に
賃
金
と

し
て
支
払
っ
て
い
た
が
、
こ
れ
に
よ

り
使
用
者
の
事
務
手
続
き
負
担
が
軽

減
さ
れ
、
就
業
者
か
ら
使
用
者
へ
前

借
り
分
の
返
済
が
さ
れ
な
い
場
合

（
例
：
家
族
介
護
休
業
終
了
後
に
退

職
し
て
し
ま
う
等
）
の
リ
ス
ク
に
備

え
る
た
め
の
家
族
介
護
保
険
加
入
義

務
も
廃
止
さ
れ
た
。
政
府
は
、
こ
れ

ら
の
改
善
に
よ
り
経
済
界
全
体
で
約

一
〇
〇
〇
万
ユ
ー
ロ
の
コ
ス
ト
が
削

減
で
き
る
と
見
込
ん
で
い
る
。
ま
た
、

今
後
、
無
利
子
貸
付
金
の
調
達
や
貸

倒
れ
損
失
リ
ス
ク
保
護
の
た
め
の
連

邦
の
超
過
支
出
分
に
つ
い
て
は
、
連

邦
家
族
・
高
齢
者
・
女
性
・
青
少
年

省
（
Ｂ
Ｍ
Ｆ
Ｓ
Ｆ
Ｊ
）
が
負
担
す
る

こ
と
に
な
る
。

フ
ァ
ミ
フ
レ
企
業
の
実
態
調
査

　

こ
の
よ
う
な
制
度
改
善
が
進
む
中
、

企
業
で
は
労
働
者
が
ど
の
よ
う
に
制

度
を
利
用
し
て
い
る
か
等
に
つ
い
て
、

ギ
ー
セ
ン
大
学
、
デ
ュ
ッ
セ
ル
ド
ル

フ
専
門
単
科
大
学
、
ケ
ル
ン
専
門
単

科
大
学
の
合
同
研
究
チ
ー
ム
が
、
ハ

ン
ス
ベ
ッ
ク
ラ
ー
財
団
の
委
託
で
調

査
を
行
っ
た
。

　

研
究
チ
ー
ム
に
よ
る
と
、
現
在
、

仕
事
を
持
つ
介
護
者
の
割
合
は
拡
大

し
て
お
り
、
主
な
介
護
者
の
二
八
％

は
男
性
が
占
め
て
い
る
（
二
〇
一
〇

年
）。
さ
ら
に
「
一
日
に
一
時
間
以

上
介
護
を
行
う
者
」
も
含
め
る
と
、

そ
の
割
合
は
三
五
％
に
上
昇
す
る
。

そ
の
た
め
、
同
調
査
の
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー
で
は
、
フ
ル
タ
イ
ム
で
働
く

介
護
者
、
と
く
に
「
男
性
介
護
者
」

に
焦
点
を
当
て
て
い
る
。
さ
ら
に
さ

ま
ざ
ま
な
視
点
か
ら
分
析
す
る
た
め

に
男
性
介
護
者
の
ほ
か
、
従
業
員
代

表
者
、
人
事
担
当
者
に
も
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー
調
査
を
行
っ
て
い
る
。
な
お
、

対
象
企
業
は
、「
フ
ァ
ミ
リ
ー
フ
レ
ン

ド
リ
ー
認
証
企
業
で
、
介
護
中
の
従

業
員
に
対
し
て
と
く
に
理
解
が
あ
る

と
期
待
さ
れ
る
、
業
種
も
企
業
規
模

も
さ
ま
ざ
ま
な
一
一
社
」
で
あ
る
。

制
度
認
知
度
の
低
さ

　

調
査
の
結
果
、
働
き
な
が
ら
家
族

の
介
護
を
し
て
い
る
男
性
従
業
員

（
四
四
名
）
の
ほ
と
ん
ど
は
、
介
護

休
業
法
や
家
族
介
護
休
業
法
の
制
度

を
知
ら
ず
、
同
法
に
基
づ
い
て
休
業

を
請
求
し
た
こ
と
の
あ
る
男
性
従
業

員
は
一
人
だ
け
だ
っ
た
。

　

そ
の
代
わ
り
に
、
大
半
の
企
業
で

は
産
別
労
組
や
事
業
所
委
員
会
等
と

の
間
に
、
介
護
と
仕
事
の
両
立
の
た

め
の
独
自
の
労
働
協
約
、
事
業
所
協

約
、
勤
務
所
協
約
（
公
務
員
）
等
を

締
結
し
て
お
り
、
当
該
の
協
約
や
社

内
の
イ
ン
フ
ォ
ー
マ
ル
な
制
度
が
優

先
的
に
利
用
さ
れ
て
い
た
。
以
下
に

詳
し
く
そ
の
内
容
を
み
て
い
く
。

支
援
策
の
中
心
は
「
柔
軟
化
」

　

ま
ず
、
一
一
社
す
べ
て
が
、「
両
立

支
援
」
と
い
う
見
地
か
ら
、「
労
働
時

間
の
柔
軟
化
」
を
可
能
と
す
る
支
援

策
を
制
度
化
し
て
い
た
。
そ
の
他
の

主
な
支
援
策
は
以
下
の
通
り
で
あ
る
。

・
介
護
関
連
の
情
報
を
従
業
員
に
提

供
（
一
〇
社
）

・
管
理
職
に
対
す
る
介
護
を
テ
ー
マ

と
し
た
研
修
（
六
社
）

・
企
業
内
に
相
談
員
を
配
置
し
、
介

護
が
必
要
に
な
っ
た
時
に
相
談
で

き
る
よ
う
に
し
て
い
る
（
六
社
）

・
外
部
の
介
護
サ
ー
ビ
ス
業
者
と
協

定
を
締
結
（
五
社
）。
う
ち
大
企

業
で
は
、
介
護
支
援
付
施
設
の
部

屋
を
確
保
し
て
い
た
。

・
在
宅
ワ
ー
ク
や
テ
レ
ワ
ー
ク
制
度

な
ど
の
設
置
（
五
社
）

・
家
族
介
護
中
の
従
業
員
に
対
す
る

金
銭
給
付
や
、
休
業
を
取
得
す
る

従
業
員
へ
の
無
利
子
の
独
自
貸
付

制
度
等
（
三
社
）

　

企
業
の
支
援
策
の
中
で
、
特
に
画

期
的
と
思
わ
れ
る
の
は
、「
介
護
に
特

化
し
た
長
期
労
働
時
間
口
座
の
設
置

（
二
五
〇
時
間
の
プ
ラ
ス
、
ま
た
は

四
〇
〇
時
間
の
マ
イ
ナ
ス
を
長
期
的

に
調
整
可
能
）」
や
、「
ジ
ョ
ブ
シ
ェ

ア
リ
ン
グ
制
度
の
設
置
（
管
理
職
も

利
用
可
）」、「
外
勤
か
ら
内
勤
へ
の
企

業
内
配
置
転
換
制
度
」
な
ど
で
あ
る
。

　

一
方
で
、
従
業
員
が
こ
の
よ
う
な

企
業
の
支
援
策
を
利
用
す
る
に
あ

た
っ
て
は
、
上
司
や
チ
ー
ム
内
の
同

僚
が
重
要
な
フ
ァ
ク
タ
ー
と
な
っ
て

い
る
こ
と
が
明
ら
か
に
な
っ
た
。

支
援
策
に
か
か
る
四
障
害

　

前
述
の
通
り
、
企
業
の
支
援
策
の

中
心
は
、「
労
働
時
間
の
柔
軟
化
」
で

あ
る
。し
か
し
、そ
の
活
用
に
あ
た
っ

て
は
、“
上
司
の
理
解
（
介
護
中
の
部

下
が
抱
え
る
『
仕
事
と
介
護
』
と
い

う
二
重
の
負
担
に
対
す
る
理
解
）”が
、

と
く
に
決
定
的
な
影
響
を
お
よ
ぼ
し

て
い
る
こ
と
が
調
査
で
明
ら
か
に

な
っ
た
。
と
く
に
「
仕
事
と
介
護
の

両
立
」
の
障
害
と
な
り
や
す
い
主
な

四
つ
の
ケ
ー
ス
は
以
下
の
通
り
で
あ

る
。

（
１
）
管
理
職
が
理
解
を
示
さ
な
い

　

管
理
職
が
比
較
的
若
い
場
合
に
は
、

介
護
義
務
か
ら
生
じ
る
負
担
を
軽
視

す
る
態
度
が
し
ば
し
ば
認
め
ら
れ
る
。

年
齢
の
高
い
管
理
職
の
場
合
は
、
伝

統
的
な
性
別
役
割
分
担
意
識
が
邪
魔

を
す
る
ケ
ー
ス
が
散
見
さ
れ
る
。
す

な
わ
ち
、洗
濯
や
着
替
え
、食
事
の
介

助
な
ど
は
、
基
本
的
に
部
下
で
あ
る

男
性
の
仕
事
で
は
な
く
、
妻
や
姉
妹

が
担
う
義
務
が
あ
る
と
考
え
て
い
る
、

と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
男
性
介
護
者

が
上
司
の
助
力
を
期
待
で
き
る
も
っ

と
も
容
易
な
ケ
ー
ス
は
、
上
司
自
身

が
介
護
分
野
の
経
験
を
持
つ
場
合
で

あ
る
。

（
２
）
従
業
員
へ
の
信
頼
欠
如

　

調
査
結
果
に
よ
る
と
、“
従
業
員
に

対
す
る
信
頼
の
欠
如
”
が
、
必
要
と

さ
れ
る
柔
軟
性
の
実
現
を
阻
む
ケ
ー

ス
も
多
い
。
た
と
え
ば
、「
裁
量
労
働

制
」
な
ど
の
柔
軟
な
労
働
時
間
制
度

や
在
宅
勤
務
制
度
の
導
入
が
進
ま
な

い
の
は
、
こ
う
し
た
信
頼
の
欠
如
が

要
因
と
な
っ
て
い
る
こ
と
が
多
い
。

（
３
）
仕
事
最
優
先
が
モ
ッ
ト
ー

　

仕
事
最
優
先
を
モ
ッ
ト
ー
と
す
る

企
業
は
、
介
護
中
の
従
業
員
の
立
場

を
厳
し
く
す
る
。「
プ
ラ
イ
ベ
ー
ト

無
視
」
の
風
潮
が
企
業
の
経
営
風
土

に
含
ま
れ
る
場
合
、
た
と
え
ば
従
業

員
が
突
然
命
じ
ら
れ
る
残
業
に
対
し

て
家
庭
内
の
義
務
を
理
由
に
拒
否
す

る
こ
と
は
ほ
と
ん
ど
不
可
能
と
な
る
。

（
４
）
業
務
量
過
多

　

日
常
的
に
残
業
な
し
で
は
処
理
し

き
れ
な
い
程
の
仕
事
量
が
あ
る
職
場

環
境
の
場
合
、
そ
の
よ
う
な
条
件
下

で
始
業
前
や
就
業
後
に
介
護
を
こ
な

す
こ
と
は
ほ
と
ん
ど
不
可
能
で
あ
る
。

そ
し
て
仕
事
量
を
減
ら
し
て
対
応
し

よ
う
と
す
る
者
は
、
上
司
や
同
僚
か

ら
熱
意
が
十
分
で
な
い
と
み
な
さ
れ
、

キ
ャ
リ
ア
形
成
上
不
利
に
な
る
こ
と

を
覚
悟
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
く
な
っ

て
し
ま
う
。

　

以
上
の
こ
と
か
ら
、
働
く
従
業
員

（
と
く
に
男
性
）
が
仕
事
と
介
護
の

両
立
を
果
た
す
た
め
に
は
、「
介
護
者

の
個
別
の
事
情
を
真
剣
に
受
け
止
め

る
企
業
文
化
が
欠
か
せ
な
い
」
と
調

査
担
当
者
は
結
論
付
け
て
い
る
。

【
注
】

１　
「
介
護
時
間
法
」「
家
族
介
護
時
間
法
」

と
訳
さ
れ
る
こ
と
も
あ
る
。

２　

た
だ
し
、
短
縮
後
の
労
働
時
間
は
原

則
週
一
五
時
間
以
上
。

【
参
考
資
料
】

B
öck

ler Im
p

u
ls A

u
sgab

e 
09/2015,　

B
M

F
S

F
J D

ie 
neue F

am
ilienpflegezeit

ほ
か

（
国
際
研
究
部
）



海外労働事情

Business Labor Trend 2015.9

56

　

タ
イ
ヤ
メ
ー
カ
ー
大
手
ミ
シ
ュ
ラ

ン
の
ロ
ア
ン
ヌ
工
場
で
、
二
〇
一
四

年
九
月
か
ら
続
け
ら
れ
て
い
た
労
使

交
渉
が
一
五
年
五
月
に
合
意
に
至
っ

た
。
従
業
員
数
約
八
五
〇
人
の
同
工

場
は
、
フ
ラ
ン
ス
国
内
の
他
の
工
場

と
比
較
し
て
収
益
性
が
低
く
、
将
来

性
を
危
惧
す
る
指
摘
が
労
組
か
ら
出

さ
れ
て
い
た
。
設
備
投
資
と
従
業
員

の
技
能
研
修
に
よ
る
競
争
力
の
強
化

と
と
も
に
、
五
直
三
交
代
制
や
日
曜

就
労
の
実
施
と
い
う
勤
務
体
制
の
変

更
に
労
組
側
が
応
じ
る
内
容
の
労
使

合
意
で
あ
る
。

Ｃ
Ｆ
Ｄ
Ｔ
か
ら
の
働
き
か
け

に
よ
る
労
使
交
渉

　

ロ
ア
ン
ヌ
工
場（
１
）は
一
九
七
四

年
に
操
業
を
開
始
し
た
工
場
で
、
フ

ラ
ン
ス
国
内
に
あ
る
ミ
シ
ュ
ラ
ン
の

工
場
の
中
で
も
古
い
工
場
の
一
つ
で

あ
る
。
同
工
場
で
生
産
さ
れ
る
製
品

は
、
小
型
ト
ラ
ッ
ク
や
四
輪
駆
動
車
、

ワ
ン
ボ
ッ
ク
ス
カ
ー
向
け
の
一
六
イ

ン
チ
か
ら
一
七
イ
ン
チ
タ
イ
ヤ
が
中

心
と
な
っ
て
い
る
が
、
ア
ジ
ア
諸
国

で
生
産
さ
れ
る
製
品
と
競
合
関
係
に

あ
る
た
め
、
同
社
の
他
の
工
場
と
比

べ
て
収
益
性
の
低
さ
が
指
摘
さ
れ
て

い
た
。
フ
ラ
ン
ス
民
主
労
働
総
同
盟

（
Ｃ
Ｆ
Ｄ
Ｔ
）
は
設
備
投
資
を
行
っ

て
い
な
い
こ
と
が
同
工
場
の
競
争
力

が
低
い
一
因
で
あ
る
と
し
て
、
経
営

陣
に
働
き
か
け
、
工
場
存
続
の
た
め

の
方
策
に
関
す
る
労
使
協
議
を
行
っ

て
い
た
。
二
〇
一
四
年
九
月
に
始

ま
っ
た
協
議
は
、
二
〇
一
五
年
五
月

一
九
日
に
妥
結
し
、
使
用
者
と
労
働

組
合
の
連
帯･

統
一･

民
主
労
働
組

合
（
Ｓ
Ｕ
Ｄ
）、
Ｃ
Ｆ
Ｄ
Ｔ
、
管
理

職
組
合
総
連
盟（
Ｃ
Ｆ
Ｅ-

Ｃ
Ｇ
Ｃ
）

が
合
意
書
に
署
名
し
た（
２
）。

高
級
車
向
け
タ
イ
ヤ
へ
の
転
換

と
従
業
員
の
技
能
研
修
の
実
施

　

そ
の
内
容
は
、
世
界
市
場
で
競
争

の
激
し
い
一
七
イ
ン
チ
タ
イ
ヤ
の
生

産
が
七
割
を
占
め
る
と
い
う
生
産
体

制
か
ら
、
ポ
ル
シ
ェ
や
フ
ェ
ラ
ー
リ
、

ラ
ン
ボ
ル
ギ
ー
ニ
等
の
高
級
車
向
け

で
付
加
価
値
の
高
い
一
九
イ
ン
チ
か

ら
二
一
イ
ン
チ
の
最
高
級
タ
イ
ヤ
の

生
産
に
集
約
す
る
こ
と
を
柱
と
す
る
。

ミ
シ
ュ
ラ
ン
・
フ
ラ
ン
ス
の
ド
・
ヴ
ェ

ル
デ
ィ
ア
ッ
ク
社
長
に
よ
る
と
、
高

級
車
向
け
市
場
規
模
は
年
一
〇
％
の

成
長
が
続
い
て
い
る
た
め
、
二
〇
一

九
年
ま
で
の
間
に
八
〇
〇
〇
万
～
一

億
ユ
ー
ロ
を
投
資
す
る
こ
と
と
し
、

最
高
級
タ
イ
ヤ
の
完
全
自
動
生
産
が

可
能
と
な
る
機
械
設
備
を
導
入
す
る

と
い
う
。
そ
の
た
め
に
、
従
業
員
の

半
数
以
上
が
、
職
種
や
仕
事
の
内
容

が
変
わ
る
こ
と
に
な
る
た
め
、
従
業

員
の
職
業
訓
練
を
実
施
す
る
と
し
て

い
る
。
こ
の
投
資
が
実
行
に
移
さ
れ

れ
ば
、
ロ
ア
ン
ヌ
工
場
は
一
九
年
に

は
ミ
シ
ュ
ラ
ン
の
本
社
が
あ
る
ク
レ

ル
モ
ン
・
フ
ェ
ラ
ン
の
レ
・
グ
ラ
ヴ
ァ

ン
シ
ュ
工
場
と
並
ん
で
収
益
性
が

も
っ
と
も
高
い
工
場
と
な
る
。

解
雇
の
回
避
と
勤
務
体
制
の
変
更

　

従
業
員
数
は
、
現
在
の
八
五
〇
人

（
そ
の
う
ち
、
七
七
〇
人
が
フ
ル
タ

イ
ム
労
働
者
）
か
ら
、
一
九
年
時
点

の
フ
ル
タ
イ
ム
従
業
員
数
換
算
で
七

二
〇
人
と
な
る
見
込
み
で
あ
る
。
し

か
し
、
一
九
年
ま
で
の
間
に
従
業
員

の
解
雇
は
せ
ず
、
定
年
退
職
者
な
ど

の
離
職
者
の
不
補
充
に
よ
っ
て
、
従

業
員
の
削
減
を
実
現
す
る
と
し
て
い

る
。
二
〇
年
以
降
に
は
八
〇
人
の
新

規
雇
用
を
す
る
予
定
と
し
て
い
る
。

合
意
内
容
に
は
勤
務
体
制
の
変
更
も

盛
り
込
ま
れ
て
お
り
、
現
在
の
週
三

五
時
間
制
を
維
持
し
た
上
で
、
四
直

交
代
制
か
ら
五
直
交
代
制
に
す
る
こ

と
に
よ
っ
て
、
需
要
が
多
い
時
期
の

み
の
運
用
だ
っ
た
日
曜
操
業
の
数
を

増
や
す
こ
と
に
な
る
。
各
従
業
員
が

年
間
で
日
曜
日
に
二
八
回
就
業
す
る

こ
と
に
な
り
、
生
産
性
強
化
に
協
力

す
る
か
た
ち
に
な
る
。
一
方
で
、
企

業
側
と
し
て
は
、
築
四
〇
年
以
上
が

経
過
し
て
い
る
建
物
や
休
憩
室
、
食

堂
、
更
衣
室
な
ど
を
改
修
し
、
職
場

環
境
を
改
善
す
る
こ
と
を
約
束
し
た
。

労
使
と
も
に
「
将
来
協
約
」

の
文
書
化
を
評
価

　

経
営
側
は
こ
の
合
意
を
歓
迎
し
て

お
り
、
ミ
シ
ュ
ラ
ン
の
ド
・
ラ
・
ブ

レ
テ
ッ
シ
ュ
社
会
関
係
部
長
は
「
単

な
る
競
争
力
強
化
に
関
す
る
合
意
」

で
な
く
、
経
営
陣
と
労
働
組
合
の
相

互
の
約
束
を
文
書
化
し
た
「
将
来
協

約
」
で
あ
る
と
強
調
し
て
い
る
。
ま

た
、
ペ
ル
シ
・
デ
ュ
・
セ
ー
ル
ロ
ア
ン

ヌ
工
場
長
も
、「
労
使
の
意
思
に
よ
っ

て
、
こ
の
工
場
に
未
来
が
あ
る
」
と

し
、
工
場
の
存
続
及
び
発
展
を
歓
迎

し
た
。
ミ
シ
ュ
ラ
ン
の
今
回
の
労
使

合
意
と
同
様
の
協
約
は
他
社
で
も
締

結
さ
れ
て
お
り
、
自
動
車
メ
ー
カ
ー

で
は
、Ｐ
Ｓ
Ａ
・
プ
ジ
ョ
ー
・
シ
ト
ロ

エ
ン
や
ル
ノ
ー
が
雇
用
の
維
持
の
確

約
と
引
き
換
え
に
、
従
業
員
に
対
し

て
競
争
力
の
強
化
に
向
け
た
努
力
を

求
め
る
協
約
を
結
ん
で
い
る（
３
）。

日
曜
就
労
の
増
加
へ
の
批
判
も

　

ロ
ア
ン
ヌ
工
場
の
従
業
員
の
大
多

数
に
当
た
る
お
よ
そ
八
三
〇
人
（
九

五
％
以
上
）
が
こ
の
合
意
に
賛
成
し

て
お
り
、
労
働
組
合
も
概
ね
今
回
の

合
意
に
前
向
き
で
あ
る
。
Ｓ
Ｕ
Ｄ
の

組
合
代
表
ジ
ェ
ロ
ー
ム
・
ロ
ル
ト
ン

氏
は
「
ロ
ア
ン
ヌ
工
場
は
、
完
全
な

失
敗
の
運
命
に
あ
っ
た
た
め
、
他
の

解
決
策
は
な
い
」
と
し
て
お
り
、
工

場
閉
鎖
へ
の
懸
念
を
払
拭
す
る
今
回

の
合
意
を
歓
迎
し
て
い
る
。
た
だ
、

労
働
総
同
盟
（
Ｃ
Ｇ
Ｔ
）
は
、「
現
在

の
雇
用
水
準
（
の
維
持
）
が
確
保
さ

れ
て
お
ら
ず
、
日
曜
日
の
就
労
が
増

加
す
る
」
と
し
て
、
こ
の
合
意
に
は

署
名
は
し
て
い
な
い
。
Ｃ
Ｇ
Ｔ
ミ

シ
ュ
ラ
ン
の
ジ
ャ
ン
・
ミ
ッ
シ
ェ
ル
・

ジ
ル
書
記
長
は
、
こ
の
合
意
成
立
が

ミ
シ
ュ
ラ
ン
の
株
主
総
会
の
三
日
前

で
あ
っ
た
こ
と
に
着
目
し
て
、「
株
主

の
た
め
」
の
合
意
と
批
判
し
て
い
る
。

一
方
で
、
ミ
シ
ュ
ラ
ン
の
経
営
陣
は
、

同
様
の
合
意
が
フ
ラ
ン
ス
西
部
の

ラ
・
ロ
ッ
シ
ュ
・
シ
ュ
ー
ル
・
ヨ
ン

工
場
や
ク
レ
ル
モ
ン
・
フ
ェ
ラ
ン
の

ラ
・
コ
ン
ボ
ー
ド
工
場
な
ど
、
他
の

事
業
所
で
も
締
結
さ
れ
る
こ
と
を
望

ん
で
い
る
。
ド
・
ヴ
ェ
ル
デ
ィ
ア
ッ

ク
社
長
に
よ
る
と
、実
際
に
ラ
・
ロ
ッ

シ
ュ
・
シ
ュ
ー
ル
・
ヨ
ン
工
場
（
ペ

イ
・
ド
・
ラ
・
ロ
ワ
ー
ル
地
域
圏
）

で
は
、
既
に
労
使
協
議
が
始
ま
っ
て

い
る
。

［
注
］

１ 

ロ
ア
ン
ヌ
市（R

oanne

）は
フ
ラ
ン
ス
の

中
央
部
、
リ
ヨ
ン
か
ら
北
西
に
お
よ
そ
八

〇
㎞
に
あ
る
人
口
三
万
七
六
四
五
人
の
市
。

２ 

フ
ラ
ン
ス
に
お
け
る
労
働
組
合
と
の

協
議
は
、
過
半
数
を
代
表
す
る
一
ま
た

は
複
数
の
労
働
組
合
に
よ
っ
て
行
わ
れ

る
。
複
数
の
組
合
と
の
交
渉
の
場
合
、

過
半
数
を
代
表
す
る
複
数
組
合
と
の
合

意
に
よ
っ
て
協
約
が
成
立
す
る
。

３ 

本
誌
二
〇
一
四
年
一
月
号
（
自
動
車

大
手
プ
ジ
ョ
ー
・
シ
ト
ロ
エ
ン
で
競
争

力
強
化
の
労
使
合
意
）
を
参
照
。

【
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ichelin-perennisation-du-site-
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Ｓ
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Ｄ
広
報
誌
、Journal Interne 

de la section S
U

D
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ichelin 
R

oanne JU
IN

 2015 n. 123.

（http://www.sud-m
ichelin.org/

sites/default/files/crom
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）

（
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
最
終
閲
覧
：
二

〇
一
五
年
七
月
三
一
日
）

（
国
際
研
究
部
）

フ
ラ
ン
ス

タ
イ
ヤ
メ
ー
カ
ー
大
手
ミ
シ
ュ
ラ
ン
・
ロ
ア
ン
ヌ

工
場
に
お
け
る
労
使
合
意
―
労
働
条
件
の
変
更

と
旧
式
工
場
へ
の
投
資
に
よ
る
収
益
性
向
上
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中
国
共
産
党
中
央
弁
公
庁
は
こ
の

ほ
ど
、「
事
業
単
位
の
管
理
人
員
に
対

す
る
管
理
暫
定
規
定
」（
以
下
、「
暫
定

規
定
」）を
公
表
し
た
。こ
れ
は「
事
業

単
位
」（Institutional O

rganization

）

と
呼
ば
れ
る
政
府
系
事
業
組
織
の
管

理
人
員
（
管
理
職
層
）
に
つ
い
て
、

そ
れ
ぞ
れ
の
職
務
を
担
当
す
る
の
に

必
要
な
資
格
要
件
や
、
選
抜
方
式
、

任
期
、
評
価
制
度
な
ど
を
定
め
て
い

る
。
中
国
国
営
新
華
社
通
信
が
六
月

二
日
に
報
じ
た
。

教
育
、
研
究
、
報
道
、
医
療

な
ど
の
機
関
が
対
象

　
「
事
業
単
位
」
は
全
国
に
一
一
〇

万
ほ
ど
あ
り
、
約
三
一
〇
〇
万
人
が

従
事
し
て
い
る
。
現
在
の
中
国
に
お

け
る
「
事
業
単
位
」
と
は
、
社
会
公

益
目
的
の
た
め
、
国
家
機
関
が
設
立

す
る
、
あ
る
い
は
他
の
組
織
が
国
有

資
産
を
利
用
し
て
設
立
す
る
組
織
で
、

教
育
、
科
学
技
術
、
文
化
、
衛
生
な

ど
の
活
動
を
行
う
。
事
業
内
容
は
①

行
政
機
能
、
②
生
産
経
営
、
③
公
益

サ
ー
ビ
ス
、
の
三
種
類
に
大
別
さ
れ

る
。
よ
く
知
ら
れ
た
「
事
業
単
位
」

と
し
て
は
、
北
京
大
学
、
清
華
大
学
、

中
国
科
学
院
、
Ｃ
Ｃ
Ｔ
Ｖ
（
中
国
中

央
電
視
台
）、
人
民
日
報
社
、
新
華

社
通
信
、
北
京
同
仁
医
院
、
北
京
協

和
医
院
、
と
い
っ
た
教
育
、
研
究
、

報
道
、
医
療
な
ど
の
各
種
機
関
が
あ

る
。

新
規
定
の
主
な
内
容

　

今
回
の
「
暫
定
規
定
」
は
「
事
業

単
位
」
の
管
理
人
員
に
対
し
て
、
初

め
て
示
さ
れ
た
規
定
で
あ
る
。
こ
れ

ま
で
は
、
政
府
行
政
機
関
の
幹
部
公

務
員
に
対
す
る
条
例
（「
党
政
府
指

導
幹
部
選
抜
任
用
仕
事
条
例
」）
を

参
照
に
管
理
さ
れ
て
き
た
が
、
高
い

専
門
性
や
技
術
が
求
め
ら
れ
る
「
事

業
単
位
」
の
管
理
人
員
に
は
、
こ
の

条
例
で
は
対
応
し
き
れ
な
い
と
こ
ろ

が
あ
っ
た
。
た
と
え
ば
、
医
療
知
識

や
仕
事
の
経
験
の
乏
し
い
人
物
も
病

院
の
院
長
に
任
命
す
る
こ
と
が
で
き

る
の
で
、
組
織
の
運
営
・
発
展
に
支

障
を
来
た
す
こ
と
が
あ
る
と
い
っ
た

問
題
が
あ
る
。
こ
の
た
め
、
二
〇
一

四
年
に
中
国
政
府
は
条
例
を
修
正
し
、

「
事
業
単
位
」
の
管
理
人
員
を
適
用

範
囲
か
ら
除
外
。
こ
の
た
び
発
表
さ

れ
た
「
暫
定
規
定
」
で
、
任
命
資
格
、

選
抜
方
式
、
任
期
、
評
価
制
度
な
ど

を
新
た
に
規
定
し
た
。

○
任
命
に
あ
た
っ
て
の
資
格
要
件

　

管
理
人
員
を
任
命
す
る
際
の
基
本

条
件
に
つ
い
て
は
、
①
組
織
管
理
能

力
、
公
共
サ
ー
ビ
ス
精
神
、
改
革
精

神
、
②
関
連
す
る
専
門
分
野
の
資
質
、

就
業
経
験
、
政
策
・
法
律
・
業
界
の

発
展
状
況
に
関
す
る
知
識
、
業
界
で

の
名
声
、
③
事
業
へ
の
意
欲
と
責
任

感
の
強
さ
、
な
ど
を
備
え
て
い
る
こ

と
を
あ
げ
て
い
る
。

○
選
抜
方
式

　

業
界
の
特
徴
や
職
位
の
需
要
に
基

づ
い
て
選
抜
方
法
を
決
め
る
。
具
体

的
に
は
、
組
織
内
で
の
選
抜
・
競
争

の
ほ
か
、
人
材
を
外
部
か
ら
公
募
し
、

選
考
試
験
を
経
て
採
用
す
る
「
公
開

選
抜
」
や
、
ヘ
ッ
ド
ハ
ン
テ
ィ
ン
グ

の
よ
う
に
第
三
者
に
委
託
し
て
外
部

か
ら
人
材
を
選
抜
す
る
方
式
が
あ
る
。

　

選
抜
さ
れ
た
人
員
の
任
用
に
つ
い

て
は
、
状
況
に
応
じ
て
、「
選
任
制
」

「
委
任
制
」「
聘
任
制
」
の
い
ず
れ
か

の
方
式
を
用
い
る
。「
選
任
制
」
は

選
挙
に
よ
っ
て
選
ぶ
、「
委
任
制
」
は

上
級
の
任
命
権
者
が
任
命
す
る
、「
聘

任
制
」
は
外
部
か
ら
公
募
し
、
選
考

の
結
果
、
採
用
し
た
人
材
と
契
約
を

結
ぶ
、
と
い
う
も
の
だ
。
と
く
に
行

政
的
な
管
理
人
員
に
、「
聘
任
制
」
を

広
め
る
べ
き
だ
と
し
て
い
る
。

○
任
期
管
理

　
「
事
業
単
位
」
で
は
、
一
人
の
管

理
人
員
が
同
じ
ポ
ス
ト
を
長
期
間
勤

め
て
い
る
こ
と
が
少
な
く
な
い
。
そ

の
弊
害
を
防
ぐ
た
め
、「
暫
定
規
定
」

で
は
初
め
て
、
管
理
人
員
の
任
期
を

明
確
化
。
一
般
的
に
は
三
～
五
年
、

最
長
で
一
〇
年
を
超
え
な
い
と
し
、

そ
の
う
え
で
、「
事
業
単
位
」
の
発
展

の
観
点
か
ら
、
任
期
目
標
責
任
制
を

設
け
る
こ
と
に
つ
い
て
も
規
定
し
た
。

任
期
目
標
は
そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
単
位

の
特
徴
に
基
づ
き
、
基
礎
づ
く
り
、

長
期
的
な
利
益
、
実
際
の
効
果
、
を

重
視
し
て
設
定
。
そ
の
際
に
は
、
従

業
員
代
表
大
会
あ
る
い
は
従
業
員
代

表
の
意
見
を
十
分
に
聞
く
べ
き
だ
と

し
て
い
る
。

○
評
価
制
度

　
「
暫
定
規
定
」で
は
、「
事
業
単
位
」

の
管
理
組
織
と
管
理
人
員
の
考
査

（
評
価
）
に
つ
い
て
、平
時
考
査
（
日

常
的
な
評
価
）、
年
度
考
査
、
任
期

考
査
に
分
け
て
い
る
。
評
価
の
基
準

に
つ
い
て
は
、
任
期
目
標
を
根
拠
に
、

日
常
的
な
管
理
を
基
礎
と
し
て
、
発

展
や
社
会
的
な
利
益
に
つ
な
が
る
業

績
を
重
視
。
ま
た
、
管
理
組
織
の
年

度
考
査
と
任
期
考
査
は
、「
優
秀
」「
良

好
」「
一
般
」「
較
差
」（「
一
般
」
に
及

ば
な
い
レ
ベ
ル
）
に
、
管
理
人
員
の

年
度
考
査
と
任
期
考
査
は
、「
優
秀
」

「
合
格
」「
基
本
合
格
」「
不
合
格
」
の

四
段
階
に
そ
れ
ぞ
れ
分
け
ら
れ
て
い

る
。

○
免
職
・
辞
職

　
「
免
職
」（
第
三
四
条
）
は
、
①
職

業
年
齢
あ
る
い
は
定
年
退
職
年
齢
に

達
す
る
と
き
、
②
年
度
考
査
、
任
期

考
査
に
「
不
合
格
」、
あ
る
い
は
二

年
度
連
続
で「「
基
本
合
格
」（「
合
格
」

と
「
不
合
格
」
の
間
の
評
価
）
の
と

き
、
③
免
職
に
値
す
る
事
由
が
あ
る

と
き
、
④
仕
事
の
需
要
あ
る
い
は
他

の
原
因
が
あ
る
と
き
、
と
規
定
。
ま

た
、「
辞
職
」（
第
三
五
条
）
は
、
①
他

の
公
務
等
の
仕
事
に
移
る
と
き
、
②

自
ら
の
意
志
に
よ
る
と
き
、
③
免
職

に
値
す
る
事
由
が
あ
り
、
自
ら
辞
め

る
と
き
、
な
ど
の
ケ
ー
ス
が
あ
る
と

し
て
い
る
。

　
「
暫
定
規
定
」
の
施
行
に
は
、「
事

業
単
位
」
の
管
理
人
員
の
硬
直
的
な

人
事
管
理
を
活
性
化
す
る
目
的
が
あ

る
。
し
か
し
、
制
度
を
あ
ら
た
め
て

も
実
際
に
そ
れ
が
機
能
す
る
か
ど
う

か
、
た
と
え
ば
評
価
制
度
が
形
式
的

な
も
の
に
な
っ
て
し
ま
う
の
で
は
な

い
か
と
い
う
よ
う
に
、
世
論
に
は
そ

の
実
効
性
や
効
果
を
疑
問
視
す
る
見

方
も
あ
る
。

相
次
ぐ
制
度
改
革

　
「
事
業
単
位
」
の
改
革
は
、
二
〇

一
一
年
三
月
に
国
務
院
（
政
府
）
が

「
事
業
単
位
改
革
の
分
類
推
進
に
関

す
る
指
導
意
見
」
で
人
事
制
度
、
社

会
保
険
制
度
な
ど
に
言
及
し
て
か
ら

相
次
い
で
行
わ
れ
て
き
た
。

　

二
〇
一
四
年
五
月
に
「
事
業
単
位

人
事
管
理
条
例
」、
一
五
年
一
月
に

「
事
業
単
位
従
業
員
年
金
保
険
制
度

に
関
す
る
決
定
」
を
そ
れ
ぞ
れ
発
表

し
、
民
間
企
業
よ
り
優
遇
さ
れ
て
い

た
年
金
制
度
な
ど
を
見
直
し
て
い
る
。

　

ま
た
、
同
じ
く
一
五
年
一
月
に
は

「
事
業
単
位
従
業
員
基
本
賃
金
標
準

の
調
整
に
関
す
る
実
施
法
案
」
を
出

し
、
従
業
員
の
賃
金
水
準
を
設
定
し

て
い
る
。
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